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※ 本資料は、都道府県の財政状況を迅速に示すため、平成22年8月末現在の集計状況を速報として取りまとめた
ものです。したがって、数値については概数であり、今後変動する場合があります。

人件費、公債費は減少しているものの、国の経済対策により投資的経費
やその他の経費（主に特定目的基金の積立金）が増加したことで、歳出
総額はおよそ2兆8,963億円増加し、11年ぶりの増加となりました。

地方税(主に法人関係二税）が大幅に減少する一方で、地方交付税、地
方債(主に臨時財政対策債）、その他の歳入（主に基金の取り崩し）が
増加しました。加えて、国の経済対策により国庫支出金が増加したこ
とから、歳入総額は2兆9,224億円増加し、 11年ぶりの増加となりまし
た。

経常収支比率は過去最も高い95.9%となり、財政構造の硬直化が進んで
います。

実質収支は黒字ですが、黒字総額は減少しました。一方、実質単年度
収支は赤字となりました。なお、実質収支は全47団体が黒字となって
います。

(1) 歳入総額は50兆9,682億円で、前年度を2兆9,224億円上回り、11年ぶりに増加しました。

(2) 地方法人特別税の創設等により、地方譲与税を含めたその他の歳入が1兆8,213億円増加す
る一方で、地方税は景気悪化の影響も加わり3兆5,033億円の減少となりました。一方、国
の経済対策に伴い国庫支出金が2兆7,658億円増加するとともに、地方交付税が646億円、地
方債が1兆7,740億円増加しました。



２２ 歳出

３３ 決算収支

(1) 実質収支は2,644億円の黒字ですが、黒字総額は全体で減少し、単年度収支は15億円の赤字
となりました。また、実質単年度収支は基金の取り崩しにより、153億円の赤字となりまし
た。

(2) 全ての団体において実質収支が黒字となりました（平成20年度においても全団体黒字）。
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区 分 平成21年度

実質収支 2,644億円

実質単年度収支 ▲ 153億円

対前年度増減

▲ 15億円

▲ 347億円

平成20年度

2,659億円

194億円

(1) 歳出総額は50兆2,453億円で、前年度を2兆8,963億円上回り、11年ぶりに増加しました。

(2) 人件費が4,435億円減少、公債費が1,468億円減少する一方で、国の経済対策により投資的
経費が5,638億円、その他の歳出が2兆8,784億円増加（うち積立金が1兆4,520億円増加）す
るとともに、社会保障関係経費の扶助費が444億円増加しました。



４４ 財政構造の弾力性

注 本資料の図表中の数値については、表示単位未満四捨五入の関係で、積上げと合計が一致しない箇所が
あります。

※ 詳細は別紙のとおりです。
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(1) 経常収支比率は、全体で2.0ポイント上昇の95.9%となりました。

(2) 実質公債費比率は、全体で0.2ポイント上昇の13.0%となりました。

区 分

経常収支比率

実質公債費比率

（連絡先）
自治財政局財務調査課
宍倉課長補佐、石井係長

（直通）03-5253-5649
（代表）03-5253-5111

（内線 5649）
（FAX）03-5253-5650

平成21年度

９５．９％

１３．０％

平成20年度

９３．９％

１２．８％

対前年度増減

２．０

０．２



　　〔別　紙〕

〈決算規模の状況〉

(1) 実質収支の合計は、前年度より15億円減少し、2,644億円の黒字。

(2) 単年度収支の合計は、実質収支の減少に伴い、15億円の赤字。

(1)  歳入、歳出ともに11年ぶりに前年度決算額を上回った。

(2)  歳入

・ 歳入総額は、前年度を2兆9,224億円上回る50兆9,682億円となった。

(3) 歳出

・ 歳出総額は、前年度を2兆8,963億円上回る50兆2,453億円となった。

２ 決算収支

１ 決算規模

歳入総額

歳出総額

増減額 増減率

2兆8,963億円 6.1%

2兆9,224億円 6.1%

50兆2,453億円 47兆3,490億円

区　　分 平成21年度 平成20年度

50兆9,682億円 48兆  458億円

１　決算規模
２　決算収支4

〈決算収支の状況〉 （単位：億円）

形 式 収 支 ：歳入歳出差引額

実 質 収 支 ：歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額

単 年 度 収 支 ：当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額

実 質 単 年 度 収 支 ：単年度収支に、実質的な黒字要素（財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額）を加え、赤字要素

 （財政調整基金の取崩し額）を差し引いた額

実質単年度収支

7,229

2,644

▲ 15

▲ 153

区　　　　分

形　式　収　支

実　質　収　支

単 年 度 収 支

決　　　　　算　　　　　額

194

638

▲ 347

7,576

3,311

▲ 543

625

▲ 653

平成21年度　（A)
増減額（A-B)

平成20年度　（B) 平成19年度

6,969

2,659

260

▲ 15

(1) 実質収支の合計は、前年度より15億円減少し、2,644億円の黒字。

(2) 単年度収支の合計は、実質収支の減少に伴い、15億円の赤字。

(3)  実質単年度収支の合計は、財政調整基金の取り崩し額の増加により、153億円の赤字。

(4)  全ての団体の実質収支が黒字。

(1)  歳入、歳出ともに11年ぶりに前年度決算額を上回った。

(2)  歳入

・ 歳入総額は、前年度を2兆9,224億円上回る50兆9,682億円となった。

(3) 歳出

・ 歳出総額は、前年度を2兆8,963億円上回る50兆2,453億円となった。

２ 決算収支

１ 決算規模

歳入総額

歳出総額

増減額 増減率

2兆8,963億円 6.1%

2兆9,224億円 6.1%

50兆2,453億円 47兆3,490億円

区　　分 平成21年度 平成20年度

50兆9,682億円 48兆  458億円

１　決算規模
２　決算収支4

１　決算規模
２　決算収支4



３ 歳 入

(1) 地方税

地方税は、景気の悪化や地方法人特別税の創設により前年度と比べると3兆5,033億円減少（17.5%減）し、16兆

5,088億円となった。なお、税還付金が前年度と比べると3,846億円増加し、6,581億円となっていることから、

地方税から税還付金を差し引いた金額は3兆8,878億円減少（19.7%減）し、15兆8,507億円となっている。

(2) 地方譲与税

地方譲与税は、地方法人特別譲与税の創設等により前年度と比べると6,480億円増加（399.2%増）し、8,103億円

となった。

(3) 地方特例交付金等

地方特例交付金等は、平成20年度限定の措置であった地方税等減収補てん臨時交付金が終了したことに加え

（493億円減少）、減収補てん特例交付金が238億円減少したことなどから前年度と比べると769億円減少（26.2%減）

し、2,160億円となった。

(4)  地方交付税

地方交付税は、前年度と比べると646億円増加（0.8%増）し、8兆1,841億円となった。

なお、地方交付税に臨時財政対策債を加えた額は、1兆5,897億円増加（16.5%増）の11兆2,038億円となった。

(5)  一般財源

一般財源は、地方税等の減少により前年度と比べると2兆8,684億円減少（10.0%減）し、25兆7,207億円となった。

臨時財政対策債を含めた地方財政計画における一般財源で見ると、前年度と比べると1兆3,424億円減少(4.5%減）

し、28兆7,390億円となった。

(6)  国庫支出金

国庫支出金は、国の経済対策により前年度と比べると2兆7,658億円増加(48.1%増）し、8兆5,168億円となった。

(7)  地方債

地方債は、臨時財政対策債等の増加により前年度と比べると1兆7,740億円増加（29.7%増）し、7兆7,557億円となった。

(8)  その他

その他は、繰入金と諸収入の増加により前年度と比べると1兆2,510億円増加（16.2%増）し、8兆9,750億円となった。

３　歳入（その１）5

〈歳入の状況〉 （単位：億円、％）

平成21年度 平成20年度 比較

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

165,088 32.4 200,121 41.7 ▲ 35,033 ▲ 17.5

49,143 9.6 49,774 10.4 ▲ 631 ▲ 1.3

1,651 0.3 1,977 0.4 ▲ 326 ▲ 16.5

33,879 6.6 62,661 13.0 ▲ 28,782 ▲ 45.9

8,103 1.6 1,623 0.3 6,480 399.2

14 0.0 23 0.0 ▲ 9 ▲ 40.4

2,160 0.4 2,929 0.6 ▲ 769 ▲ 26.2

581 0.1 591 0.1 ▲ 10 ▲ 1.7

383 0.1 621 0.1 ▲ 238 ▲ 38.3

81,841 16.1 81,195 16.9 646 0.8

257,207 50.5 285,891 59.5 ▲ 28,684 ▲ 10.0

287,390 56.4 300,814 62.6 ▲ 13,424 ▲ 4.5

85,168 16.7 57,510 12.0 27,658 48.1

1,371 0.3 1,251 0.3 120 9.5

24,759 4.9 17,723 3.7 7,036 39.7

503 0.1 852 0.2 ▲ 349 ▲ 40.9

77,557 15.2 59,817 12.4 17,740 29.7

8,378 1.6 5,682 1.2 2,696 47.5

30,197 5.9 14,946 3.1 15,251 102.0

3,256 0.6 4,121 0.9 ▲ 865 ▲ 21.0

89,750 17.6 77,240 16.1 12,510 16.2

13,629 2.7 7,235 1.5 6,394 88.4

53,750 10.5 47,079 9.8 6,671 14.2

509,682 100.0 480,458 100.0 29,224 6.1

 注１ 　地方税には、東京都が徴収した市町村税相当額を含む。ただし、内訳の数値には含んでいない。　

 注２　 住民税（個人分）は、配当割及び株式等譲渡所得割を含む。

 注３　 法人関係二税は、住民税（法人分）と事業税（法人分）の合計である。

 注４　 国庫支出金には、国有提供施設等所在市町村助成交付金を含み、交通安全対策特別交付金は除く。

 注５　 ［参考］は地方財政計画における一般財源の範囲を積み上げたものである。

歳入合計

 うち諸収入

その他

 うち退職手当債

（一般財源）　①+②+③+④+⑤

 うち臨時財政対策債

 うち繰入金

 うち減収補てん特例交付金

地方債

 うち減収補てん債特例分

 うち災害復旧事業費支出金

 うち普通建設事業費支出金

 うち生活保護費負担金

国庫支出金

[参考]①＋②＋④＋⑤＋臨時財政対策債

区　　　分

地方交付税

地方特例交付金等

地方税

 うち法人関係二税

 うち住民税（利子割）

 うち住民税（個人分）

地方譲与税

市町村たばこ税
都道府県交付金

 うち児童手当特例交付金

３ 歳 入

(1) 地方税

地方税は、景気の悪化や地方法人特別税の創設により前年度と比べると3兆5,033億円減少（17.5%減）し、16兆

5,088億円となった。なお、税還付金が前年度と比べると3,846億円増加し、6,581億円となっていることから、

地方税から税還付金を差し引いた金額は3兆8,878億円減少（19.7%減）し、15兆8,507億円となっている。

(2) 地方譲与税

地方譲与税は、地方法人特別譲与税の創設等により前年度と比べると6,480億円増加（399.2%増）し、8,103億円

となった。

(3) 地方特例交付金等

地方特例交付金等は、平成20年度限定の措置であった地方税等減収補てん臨時交付金が終了したことに加え

（493億円減少）、減収補てん特例交付金が238億円減少したことなどから前年度と比べると769億円減少（26.2%減）

し、2,160億円となった。

(4)  地方交付税

地方交付税は、前年度と比べると646億円増加（0.8%増）し、8兆1,841億円となった。

なお、地方交付税に臨時財政対策債を加えた額は、1兆5,897億円増加（16.5%増）の11兆2,038億円となった。

(5)  一般財源

一般財源は、地方税等の減少により前年度と比べると2兆8,684億円減少（10.0%減）し、25兆7,207億円となった。

臨時財政対策債を含めた地方財政計画における一般財源で見ると、前年度と比べると1兆3,424億円減少(4.5%減）

し、28兆7,390億円となった。

(6)  国庫支出金

国庫支出金は、国の経済対策により前年度と比べると2兆7,658億円増加(48.1%増）し、8兆5,168億円となった。

(7)  地方債

地方債は、臨時財政対策債等の増加により前年度と比べると1兆7,740億円増加（29.7%増）し、7兆7,557億円となった。

(8)  その他

その他は、繰入金と諸収入の増加により前年度と比べると1兆2,510億円増加（16.2%増）し、8兆9,750億円となった。

①

②

③

④

⑤

３　歳入（その１）5
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（兆円）
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35.2 

37.9 
43.1 41.7

32.4%

0.2 

1.8

4.9 0.4 
0.3 

1.6%

1.8 

0.6
0.4 

0.6 

0.4%
20.2

18.9

17.8 
16.9 

16.9

16.1%

18.3 

13.5 
11.4 10.6 12.0

16.7%

13.9 11.7 11.1 11.7 12.4
15.2%

17.3 17.1 16.3 16.9 16.1 17.6%

平成11 17 18 19 20 21（年度）

注 （ ）の数値は、歳入総額に占める一般財源の構成比である。

186 642

一
般
財
源

その他

地方債

国庫支出金

地方交付税

地方特例交付金

等及び市町村た

ばこ税都道府県

交付金

地方税

地方譲与税

(50.5) (59.5)(60.8)(57.7) (61.1)

〈道 府 県 税 の 推 移〉

〈歳入決算額構成比の推移〉

550,792 486,945 484,382 482,459       480,458   509,682 （億円）

(50.5）

0.3

３　歳入（その２）6

（単位：億円、％）

区分
平成21年度

収入額
増減率

　　　　注　道府県税とは、都道府県の地方税の決算額から東京都が徴収した市町村税相当額（1兆8,543億円）を除いた額である。

▲ 6.0

▲ 2.5

9,083

▲ 1.6

▲ 5.2

▲ 9.2

▲ 35.4

▲ 16.5

▲ 48.1

1,651

6,868

27,011

1,228 1.0

▲ 1.1

▲ 36.92,310

その他

軽油引取税

道府県民税
（個人分）

道府県民税
（利子割）

道府県民税
（法人分）

事業税（法人分）

事業税（個人分）

地方消費税

不動産取得税

道府県たばこ税

自動車税

自動車取得税

合計 146,545

2,497

16,544

49,143

2,037

24,131

4,042

▲ 18.3

▲ 1.3
16.9 16.0 16.6

25.8 27.8 33.5%
2.6 1.2

1.0

1.1 1.1 1.1%

5.2 6.3
6.8

6.3 5.9
4.7%25.4

30.9

32.9

30.0
29.0

18.4%1.6

1.4

1.3

1.2
1.2

1.4%
17.0

16.8

16.1

13.8
13.8

16.5%
4.0

3.1

3.0

2.6
2.5

2.8%
1.9

1.8

1.7

1.5

1.5

1.7%12.0

11.5

10.6

9.2

9.4

11.3%3.2

3.0

2.8

2.3

2.0

1.6%
8.7

7.1

6.4

5.5

5.1

6.2%
1.5

0.9
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0.7

0.8%
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平成11 17 18 19 20 21

（兆円）

（年度）

29.8 
35.2 

37.9 
43.1 41.7

32.4%

0.2 

1.8

4.9 0.4 
0.3 

1.6%

1.8 

0.6
0.4 

0.6 

0.4%
20.2

18.9

17.8 
16.9 

16.9

16.1%

18.3 

13.5 
11.4 10.6 12.0

16.7%

13.9 11.7 11.1 11.7 12.4
15.2%

17.3 17.1 16.3 16.9 16.1 17.6%

平成11 17 18 19 20 21（年度）

注 （ ）の数値は、歳入総額に占める一般財源の構成比である。

179,280

186,642

145,863

152,269

163,243

一
般
財
源

その他

地方債

国庫支出金

地方交付税

地方特例交付金

等及び市町村た

ばこ税都道府県

交付金

地方税

地方譲与税

(50.5) (59.5)(60.8)(57.7) (61.1)

〈道 府 県 税 の 推 移〉

〈歳入決算額構成比の推移〉

550,792 486,945 484,382 482,459       480,458   509,682 （億円）

146,545

(50.5）

0.3

（億円）

３　歳入（その２）6



（性質別）

(1)  義務的経費

・ 人件費は、職員給の減少等により前年度と比べると4,435億円減少（3.0%減）し、14兆

2,862億円となった。

・ 扶助費は、生活保護費の増加等により前年度と比べると444億円増加（5.1%増）し、

9,143億円となった。

・ 公債費は、地方債元利償還金の減少により前年度と比べると1,468億円減少（2.2%減）

し、6兆5,827億円となった。

(2)  投資的経費

・ 普通建設事業費は、国の経済対策等により前年度と比べると6,143億円増加 (8.7%増)し、

7兆6,890億円となった。

・ 災害復旧事業費は、前年度と比べると506億円減少（39.7%減）し、770億円となった。

(3)  その他の経費

・ 補助費等は、県税等還付金及び後期高齢者医療負担金の増加により前年度と比べると

6,954億円増加（7.0%増）し、10兆5,899億円となった。

・ 積立金は、国の経済対策等による各種交付金の特定目的基金への積立金の増加により

前年度と比べると1兆4,520億円増加（86.9%増）し、3兆1,237億円となった。

・ 貸付金は、「中小企業振興資金融資事業」の増加等により前年度と比べると6,530億円

増加（16.5%増）し、4兆6,049億円となった。

４ 歳 出

（単位 億円 ％）

４　歳出（その１）7

　〈性質別歳出決算の状況〉

（性質別）

(1)  義務的経費

・ 人件費は、職員給の減少等により前年度と比べると4,435億円減少（3.0%減）し、14兆

2,862億円となった。

・ 扶助費は、生活保護費の増加等により前年度と比べると444億円増加（5.1%増）し、

9,143億円となった。

・ 公債費は、地方債元利償還金の減少により前年度と比べると1,468億円減少（2.2%減）

し、6兆5,827億円となった。

(2)  投資的経費

・ 普通建設事業費は、国の経済対策等により前年度と比べると6,143億円増加 (8.7%増)し、

7兆6,890億円となった。

・ 災害復旧事業費は、前年度と比べると506億円減少（39.7%減）し、770億円となった。

(3)  その他の経費

・ 補助費等は、県税等還付金及び後期高齢者医療負担金の増加により前年度と比べると

6,954億円増加（7.0%増）し、10兆5,899億円となった。

・ 積立金は、国の経済対策等による各種交付金の特定目的基金への積立金の増加により

前年度と比べると1兆4,520億円増加（86.9%増）し、3兆1,237億円となった。

・ 貸付金は、「中小企業振興資金融資事業」の増加等により前年度と比べると6,530億円

増加（16.5%増）し、4兆6,049億円となった。

４ 歳 出

（単位：億円、％）

平成21年度 平成20年度

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

義務的経費 217,831 43.4 223,291 47.2 ▲ 5,460 ▲ 2.4

142,862 28.4 147,297 31.1 ▲ 4,435 ▲ 3.0

 うち職員給 104,076 20.7 108,640 22.9 ▲ 4,564 ▲ 4.2

9,143 1.8 8,699 1.8 444 5.1

65,827 13.1 67,295 14.2 ▲ 1,468 ▲ 2.2

投資的経費 77,661 15.5 72,023 15.2 5,638 7.8

76,890 15.3 70,747 14.9 6,143 8.7

 うち補助事業費 33,549 6.7 31,664 6.7 1,885 6.0

 うち単独事業費 31,756 6.3 28,356 6.0 3,400 12.0

770 0.2 1,276 0.3 ▲ 506 ▲ 39.7

 うち補助事業費 680 0.1 1,161 0.2 ▲ 481 ▲ 41.4

 うち単独事業費 66 0.0 62 0.0 4 7.2

その他の経費 206,961 41.1 178,176 37.6 28,785 16.2

105,899 21.1 98,945 20.9 6,954 7.0

31,237 6.2 16,717 3.5 14,520 86.9

46,049 9.2 39,519 8.3 6,530 16.5

歳出合計 502,453 100.0 473,490 100.0 28,963 6.1

人件費

普通建設事業費

 うち積立金

内

訳

比　　　　　較

 うち補助費等

 うち貸付金

扶助費

公債費

内

訳

区　　　分

災害復旧事業費

４　歳出（その１）7



（目的別）

(1) 総務費は、衆議院議員選挙、県税等還付金及び各種基金への積立金の増加により前年度

と比べると2,826億円増加（8.9%増）し、3兆4,660億円となった。

(2)  民生費は、「介護職員処遇改善交付金」や「介護基盤緊急整備等臨時特例交付金」の

基金積立金の増加により前年度と比べると1兆2,676億円増加(23.1%増)し、6兆7,636億円

となった。

(3) 衛生費は、「地域医療再生基金」及び「社会施設等耐震化基金」の積立金増加により

前年度と比べると4,667億円増加（33.4%増）し、1兆8,632億円となった。

(4) 労働費は、国の雇用対策である「ふるさと雇用再生特別基金」や「緊急雇用創出基金」

の積立金増加により前年度と比べると2,548億円増加(47.4%増)し、7,924億円となった。

(5)  商工費は、中小企業への貸付金の増加により前年度と比べると6,395億円増加（17.5%増）

し、4兆2,861億円となった。

(6)  教育費は、教育施設改善緊急対策事業等により増加したものの、人件費の削減により

前年度と比べると1,315億円減少（1.2%減）し、10兆9,262億円となった。

〈目的別歳出決算の状況〉 (単位：億円、％)

平成21年度 平成20年度
区  　　　　分

比　 　　較

４　歳出（その２）8

（目的別）

(1) 総務費は、衆議院議員選挙、県税等還付金及び各種基金への積立金の増加により前年度

と比べると2,826億円増加（8.9%増）し、3兆4,660億円となった。

(2)  民生費は、「介護職員処遇改善交付金」や「介護基盤緊急整備等臨時特例交付金」の

基金積立金の増加により前年度と比べると1兆2,676億円増加(23.1%増)し、6兆7,636億円

となった。

(3) 衛生費は、「地域医療再生基金」及び「社会施設等耐震化基金」の積立金増加により

前年度と比べると4,667億円増加（33.4%増）し、1兆8,632億円となった。

(4) 労働費は、国の雇用対策である「ふるさと雇用再生特別基金」や「緊急雇用創出基金」

の積立金増加により前年度と比べると2,548億円増加(47.4%増)し、7,924億円となった。

(5)  商工費は、中小企業への貸付金の増加により前年度と比べると6,395億円増加（17.5%増）

し、4兆2,861億円となった。

(6)  教育費は、教育施設改善緊急対策事業等により増加したものの、人件費の削減により

前年度と比べると1,315億円減少（1.2%減）し、10兆9,262億円となった。

〈目的別歳出決算の状況〉 (単位：億円、％)

平成21年度 平成20年度

決算額 構成比 決算額 構成比 増  減  額 増減率

総務費 34,660 6.9 31,834 6.7 2,826 8.9

民生費 67,636 13.5 54,960 11.6 12,676 23.1

衛生費 18,632 3.7 13,965 2.9 4,667 33.4

労働費 7,924 1.6 5,376 1.1 2,548 47.4

農林水産業費 26,252 5.2 24,355 5.1 1,897 7.8

商工費 42,861 8.5 36,466 7.7 6,395 17.5

土木費 66,092 13.2 62,652 13.2 3,440 5.5

警察費 33,123 6.6 33,246 7.0 ▲ 123 ▲ 0.4

教育費 109,262 21.7 110,577 23.4 ▲ 1,315 ▲ 1.2

災害復旧費 773 0.2 1,277 0.3 ▲ 504 ▲ 39.5

公債費 66,071 13.1 67,486 14.3 ▲ 1,415 ▲ 2.1

その他 29,167 5.8 31,296 6.7 ▲ 2,129 ▲ 6.8

歳出合計 502,453 100.0 473,490 100.0 28,963 6.1

区  　　　　分
比　 　　較

４　歳出（その２）8



29.3 31.4 31.6 31.8 31.1
28.4%

2.6
2.0 1.8 1.8 1.8

1.8%

10.4

15.1 14.5 13.9 14.2

13.1%

28.1 17.9 17.0 15.8 14.9

15.3%

0.9

1.0
0.7

0.5
0.3

0.2%

3.3

3.3
3.2

3.2
3.1

3.2%

14.3
19.2 20.2

21.0
20.9

21.1%

1.0 1.2 1.7 2.1 3.5
6.2%

8.2 7.2 7.7 8.4 8.3 9.2%

1.9 1.7 1.6 1.5 1.9 1.5%

平成11 17 18 19 20 21

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

（年度）

その他

貸付金

積立金

物件費

補助費等

普通建設

事業費

災害復旧事業

費及び失業対

策事業費

公債費

扶助費

人件費

〈歳出決算額の性質別構成比の推移〉

541,912 478,733 475,359 474,883        473,490 502,453 
（億円）

４　歳出（その３）9

29.3 31.4 31.6 31.8 31.1
28.4%

2.6
2.0 1.8 1.8 1.8

1.8%

10.4

15.1 14.5 13.9 14.2

13.1%

28.1 17.9 17.0 15.8 14.9

15.3%

0.9

1.0
0.7

0.5
0.3

0.2%

3.3

3.3
3.2

3.2
3.1

3.2%

14.3
19.2 20.2

21.0
20.9

21.1%

1.0 1.2 1.7 2.1 3.5
6.2%

8.2 7.2 7.7 8.4 8.3 9.2%

1.9 1.7 1.6 1.5 1.9 1.5%

平成11 17 18 19 20 21

5.8 6.2 6.3 7.1 6.7 6.9%

7.3
9.2 10.2 10.9 11.6 13.5%3.5

3.1 3.0 2.9 2.9
3.7%

0.9
0.4 0.3

0.3 1.1

1.6%

9.0 6.3 6.0
5.5 5.1

5.2%
7.1

6.4 6.7 7.1 7.7

8.5%

20.8

15.0 14.5 13.8 13.2

13.2%

6.3

6.9 7.1 7.1 7.0

6.6%

22.5

23.7 23.8 23.9 23.4

21.7%

0.8

1.0 0.7 0.5 0.3
0.2%

10.4

15.1 14.5 13.9 14.3
13.1%

5.6 6.7 6.9 7.0 6.7 5.8%

平成11 17 18 19 20 21

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

（年度）

（億円）

その他

教育費

警察費

土木費

商工費

農林水産業

費

労働費

衛生費

公債費

災害復旧費

民生費

総務費

その他

貸付金

積立金

物件費

補助費等

普通建設

事業費

災害復旧事業

費及び失業対

策事業費

公債費

扶助費

人件費

〈歳出決算額の目的別構成比の推移〉

〈歳出決算額の性質別構成比の推移〉

541,912 478,733 475,359 474,883        473,490 502,453 
（億円）

541,912 478,733 475,359 474,883          473,490         502,453

（年度）
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〈財政指標の状況〉

経常収支比率 実質公債費比率 財政力指数

平成21年度 95.9% 13.0% 0.51568

平成20年度 93.9% 12.8% 0.52062

対前年度増減 2.0 0.2 ▲ 0.00494

注　 経常収支比率、実質公債費比率は各都道府県の数値の加重平均である。財政力指数は単純平均である。

区 分

全　　体

(1)  経常収支比率

・ 前年度より2.0ポイント上昇し、95.9%。

・ 経常収支比率が90%以上の団体は、前年度より2団体増加し、46団体となった。

(2) 実質公債費比率

・ 前年度より0.2ポイント上昇し、13.0%となった。

・ 実質公債費比率が18%以上の団体は、前年度より1団体増加し、4団体となった。

５ 財政構造の弾力性

97（％）

〈経常収支比率の推移〉

10 ５　財政構造の弾力性（その１）

〈経常収支比率の段階別都道府県数の状況〉

〈実質公債費比率の段階別都道府県数の状況〉

(1)  経常収支比率

・ 前年度より2.0ポイント上昇し、95.9%。

・ 経常収支比率が90%以上の団体は、前年度より2団体増加し、46団体となった。

(2) 実質公債費比率

・ 前年度より0.2ポイント上昇し、13.0%となった。

・ 実質公債費比率が18%以上の団体は、前年度より1団体増加し、4団体となった。

５ 財政構造の弾力性

92.5 92.6 92.6

94.7

93.9

95.9

91

93

95

97

平成16 17 18 19 20 21

（％）

（年度）

〈経常収支比率の推移〉

区分 80％未満
80％以上
90％未満

90％以上
100％未満

100％以上 合計

－ 1 45 １ 47

(2.1%) (95.7%) (2.1%) (100.0%)

－ 3 44 ー 47

(6.4%) (93.6%) (100.0%)

平成21年度

平成20年度

区分 18％未満
18％以上
25％未満

25％以上
35％未満

35％以上 合計

43 4 － － 47

(91.5%) (8.5%) (100.0%)

44 3 － － 47

(93.6%) (6.4%) (100.0%)
平成20年度

平成21年度

10 ５　財政構造の弾力性（その１）



  

〈（参考）積立金の増減額〉

積立額 取崩し額 積立金増減額

3兆1,364億円 1兆2,265億円 1兆9,098億円

財政調整基金 1 024億円 1 302億円 ▲ 278億円

区　分

積立金総額

(1)  地方債現在高は2兆5,343億円増加（3.2%増）し、82兆7,915億円となった。一方で、債務負

担行為額は1,352億円減少(2.4%減）し、5兆3,860億円となった。積立金現在高は、国の経済

対策により1兆9,098億円増加(36.4%増）し、7兆1,502億円となった。

(2)  積立金について、財政調整基金が278億円減少(3.1%減）、減債基金は329億円減少(4.2%減）、

その他特定目的基金は1兆9,705億増加(55.3%増）したことから、積立金総額が1兆9,098億円

増加し、積立金現在高は7兆1,502億円となった。

６ 地方債、債務負担行為及び積立金現在高の推移

区　　分 平成21年度 平成20年度 増減額 増減率

地方債現在高　 　Ａ 82兆7,915億円 80兆2,572億円 2兆5,343億円 3.2%

債務負担行為額　Ｂ 5兆3,860億円 5兆5,212億円 ▲1,352億円 ▲ 2.4%

積立金現在高　 　Ｃ 7兆1,502億円 5兆2,404億円 1兆9,098億円 36.4%

財政調整基金 8,605億円 8,883億円 ▲278億円 ▲ 3.1%

減債基金 7,571億円 7,900億円 ▲329億円 ▲ 4.2%

その他特定目的基金 5兆5,326億円 3兆5,621億円 １兆9,705億円 55.3%

81兆  273億円 80兆5,381億円 4,892億円 0.6%

内
訳

Ａ＋Ｂ－Ｃ

11 ６　地方債及び債務負担行為による実質的な将来の財政負担

財政調整基金 1,024億円 1,302億円 ▲ 278億円

減債基金 1,241億円 1,570億円 ▲ 329億円

その他特定目的基金 2兆9,099億円 9,393億円 1兆9,705億円

内
訳

注　積立金増減額とは、積立額（歳出決算額＋歳計剰余金処分による積立て）から取崩し額を差し引いたものである。
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平成11 17 18 19 20 21

（兆円）

（年度末）

積立金現在高

債務負担行為額

地方債現在高

(1)  地方債現在高は2兆5,343億円増加（3.2%増）し、82兆7,915億円となった。一方で、債務負

担行為額は1,352億円減少(2.4%減）し、5兆3,860億円となった。積立金現在高は、国の経済

対策により1兆9,098億円増加(36.4%増）し、7兆1,502億円となった。

(2)  積立金について、財政調整基金が278億円減少(3.1%減）、減債基金は329億円減少(4.2%減）、

その他特定目的基金は1兆9,705億増加(55.3%増）したことから、積立金総額が1兆9,098億円

増加し、積立金現在高は7兆1,502億円となった。

80兆5,381億円 81兆 273億円
地方債現在高＋債務負担行為額－積立金現在高

６ 地方債、債務負担行為及び積立金現在高の推移

区　　分 平成21年度 平成20年度 増減額 増減率

地方債現在高　 　Ａ 82兆7,915億円 80兆2,572億円 2兆5,343億円 3.2%

債務負担行為額　Ｂ 5兆3,860億円 5兆5,212億円 ▲1,352億円 ▲ 2.4%

積立金現在高　 　Ｃ 7兆1,502億円 5兆2,404億円 1兆9,098億円 36.4%

財政調整基金 8,605億円 8,883億円 ▲278億円 ▲ 3.1%

減債基金 7,571億円 7,900億円 ▲329億円 ▲ 4.2%

その他特定目的基金 5兆5,326億円 3兆5,621億円 １兆9,705億円 55.3%

81兆  273億円 80兆5,381億円 4,892億円 0.6%

内
訳

Ａ＋Ｂ－Ｃ
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(1)  地方債現在高は2兆5,343億円増加（3.2%増）し、82兆7,915億円となった。一方で、債務負

担行為額は1,352億円減少(2.4%減）し、5兆3,860億円となった。積立金現在高は、国の経済

対策により1兆9,098億円増加(36.4%増）し、7兆1,502億円となった。

(2)  積立金について、財政調整基金が278億円減少(3.1%減）、減債基金は329億円減少(4.2%減）、

その他特定目的基金は1兆9,705億増加(55.3%増）したことから、積立金総額が1兆9,098億円

増加し、積立金現在高は7兆1,502億円となった。

80兆5,381億円 81兆 273億円
地方債現在高＋債務負担行為額－積立金現在高

６ 地方債、債務負担行為及び積立金現在高の推移

区　　分 平成21年度 平成20年度 増減額 増減率

地方債現在高　 　Ａ 82兆7,915億円 80兆2,572億円 2兆5,343億円 3.2%

債務負担行為額　Ｂ 5兆3,860億円 5兆5,212億円 ▲1,352億円 ▲ 2.4%

積立金現在高　 　Ｃ 7兆1,502億円 5兆2,404億円 1兆9,098億円 36.4%

財政調整基金 8,605億円 8,883億円 ▲278億円 ▲ 3.1%

減債基金 7,571億円 7,900億円 ▲329億円 ▲ 4.2%

その他特定目的基金 5兆5,326億円 3兆5,621億円 １兆9,705億円 55.3%

81兆  273億円 80兆5,381億円 4,892億円 0.6%

内
訳

Ａ＋Ｂ－Ｃ

11 ６　地方債及び債務負担行為による実質的な将来の財政負担
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